
公      告 
 
 
 

一般競争入札等（印刷）に係る資格（技術）審査の実施について 
 
 
   平成２２年１月２８日 
 
 
                                            日本年金機構 理事長代理人 
                                                 調達部長  遠藤 一英 
 
 
 
日本年金機構が発注する帳票等の印刷物の製造に係る一般競争に参加する者に必要な技

術テストの申請時期及び方法等は、次のとおりとする。 
 
 
 
（技術テストの区分） 
 １．技術テストの対象印刷物品は別紙１左欄のとおり。また、当該テスト結果の主な適

用対象印刷物品は別紙１右欄のとおり。 
 
（技術テストの参加資格） 
 ２．(1)  契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者に該当しない者

であること。なお、未成年者、被補佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は除く。 

   (2)  国の調達において、次のいずれかに該当し、かつその事実があった後３年を経
過していない者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人とし
て使用する者又は入札代理人として使用する者についても、同様とする。 

     ア 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質
若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

     イ 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益
を得るために連合したとき。 

     ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 
     エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 
     オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 
     カ 上記により一般競争に参加できないこととされている者を契約の締結又は

契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 
   (3)  技術テストに参加する者は、平成19・20・21年度厚生労働省競争参加資格（全

省庁統一参加資格）「物品の製造」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、関
東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

 (4)  その他に日本年金機構が定める資格を有する者であること。 
 
（技術テスト参加申請書の提出期限等） 
 ３．(1)  技術テストの参加希望者は、技術テスト受験申請書（別紙２）に平成19・20・

21年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一規格）等級決定通知書（写）及び製
造証明書（別紙３）を添付のうえ、平成22年2月8日午前11時までに日本年金機構



本部調達部契約グループに提出すること。 
 (2) 技術テストの受験申請者は、別途、日本年金機構本部調達部契約グループより

テスト品の仕様書等を受領し、仕様書等に指定された納付場所及び納付期限に、
作成したテスト品を納入するものとする。 

 (3) 国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和55年11月18日政
令第300号）の適用を受けるものについては、この他随時申請を受け付けるものと
する。 

 
（技術テストの審査項目及び判定、受験者に求められる義務） 
 ４．技術テストは、前記１の区分ごとに、別に定める審査項目により実施し、当該結果

により合否の判定を行うものとする。なお、テスト品作成に際し、当職より工程の実
地確認を求められた場合は、これに応じなければならない。 

 
（技術テスト結果の通知） 
 ５．技術テストの結果については、別途、日本年金機構本部調達部契約グループより通

知する。 
 
（技術テスト合格者の資格の有効期間） 
  ６．技術テスト合格者の資格の有効期間は、平成22年度、平成23年度及び平成24年度の

３年度とする。 
   ただし、資格の有効期間内に契約者が納品した物品に不具合が生じた場合において、

資格失効の通知を受けた場合はこの限りではない。 
  
（技術テストの免除） 
  ７．技術テストの免除対象となる者は下記の通りとする。 
  （1）社会保険庁における平成20～21年度分（平成20年及び21年実施）の技術テスト 

合格者。 
（2）社会保険庁における調達において、平成20～21年度中に行った随時の技術テスト

の合格者。  
（3）社会保険庁における調達において、平成20～21年度中に納入実績のある者。  

    ※(1)～(3)の有効期間については平成20年度分合格者、平成20年度随時テスト合格
者及び平成20年度納入業者は平成22年度末まで。平成21年度分合格者、平成21年
度随時テスト合格者及び21年度納入業者は23年度末までとする。 

      ※(1)～(3)に該当する者は申請書を提出すること。 
 
（その他） 
 ８．本公告に関する問い合わせ先及び受験申請書等の配布場所 
     東京都杉並区高井戸西３－５－２４ 
    日本年金機構本部調達部契約グループ 

電話 03-5344-1100 内4321（田中・林）    
 



技術試験適合帳票区分一覧

）

用 ） ３． ） ４． ）

試験対象帳票 試験結果「適合」の場合に作成可能な帳票（主なもの

シ
ー

ラ
ー

関
係

年金振込通知書〔随時〕（Ｈ７３１） １．年金振込通知書（Ｈ７３０他）
連続用感圧接着用紙 ２．未支給決定通知書（Ｈ２３５）、未支給不該当通知書（Ｈ２４０）

糊材塗布前 （  ８４．０ｇ／㎡） ３．過年度分源泉徴収票（Ｈ２９１他）
糊材塗布後 （１００．０ｇ／㎡） ４．未支給年金・保険給付振込通知書（Ｈ７２５他）　５．事前通知書（Ｈ３５０他）

６．送金通知書（Ｈ２７５他）　７．失権通知書（Ｈ２００）

国民年金保険料免除申請承認通知書（ＯＮ８０） １．国民年金集合徴収（年金相談）案内状（ＯＮ２６）   ２．国民年金追納勧奨状（ＯＮ２９）  ３．国民年金第３号被保険者該当通知書（ＯＮ６６）      
連続用感圧接着用紙 ４．国民年金保険料免除取消承認通知書（ＯＮ８１）   ５．国民年金保険料免除申請却下通知書（ＯＮ８２）

糊材塗布前 （１２０．０ｇ／㎡） ６．国民年金保険料免除理由消滅通知書（ＯＮ８３）   ７．国民年金保険料学生納付特例申請承認通知書（ＯＮ８４） 
糊材塗布後 （１２９．３ｇ／㎡） ８．国民年金保険料学生納付特例申請却下通知書（ＯＮ８５）　９．国民年金付加保険料納付被保険者非該当通知書（ＯＮ８６）   

１０．口座振替開始（変更）通知書（ＯＮ８７）   １１．口座振替辞退通知書（ＯＮ８８）　１２．口座振替不能通知書（ＯＮ８９）      

Ｏ
Ｃ
Ｒ
関
係

保険料納入告知書（現金納付用）・ＫＰ用（ＯＫ３） １．保険料納入告知書（口座振替納付用）・ＫＰ用（ＯＫ３－３）   ２．延滞金納入告知書・ＫＰ用（ＯＫ４）
３．健康保険任意継続被保険者納付書・ＫＰ用（ＯＫ５）   ４．厚生年金保険第四種被保険者納付書・ＫＰ用（ＯＫ６）
５．保険料納入告知書（現金納付用）・ＫＰ用（ＯＨ７）   ６．保険料納入告知書（口座振替納付用）・ＫＰ用（ＯＨ７－３）
７．延滞金納入告知書・ＫＰ用（ＯＨ８）   ８．保険料納入告知書（現金納付用）・ＫＰ用（ＯＦ８４）
９．保険料納入告知書（口座振替納付用）・ＫＰ用（ＯＦ８４－３）   １０．延滞金納入告知書・ＫＰ用（ＯＦ８５）　１１．納入告知書（Ｈ５３０他）

保険料納入告知書（現金納付用）・ＩＮＳ用（ＯＫ３－２） １．延滞金納入告知書・ＩＮＳ用（ＯＫ４－２）   ２．健康保険任意継続被保険者納付書・ＩＮＳ用（ＯＫ５－２）
３．厚生年金保険第四種被保険者納付書・ＩＮＳ用（ＯＫ６－２）   

国民年金障害基礎年金／遺族基礎年金 １．被保険者報酬月額算定基礎届処理票（ＯＫ３１－２）   ２．被保険者報酬月額算定基礎届総括表処理票（ＯＫ３２－２）
所得状況届連名簿〔ＯＣＲ用〕（Ｆ所得状況届連名簿〔ＯＣＲ 〕（Ｆ３５５） ３．被保険者報酬月額算定基礎届再作成処理票（ＯＫ３３） ４．被保険者報酬月額変更届作成処理票（ＯＫ２２）３５５ 被保険者報酬月額算定基礎届再作成処理票（ＯＫ３３ 　 被保険者報酬月額変更届作成処理票（ＯＫ２２

５．健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届（ＯＫ３７）　６．資格取得報告書・ＯＣＲ用（ＯＮ５９）   
７．国民年金保険料免除申請処理票（ＯＮ７１）　８．国民年金保険料免除申請処理票（ＯＮ７２）  
９．学生納付特例申請処理票（ＯＮ７３）　１０．国民年金保険料過誤納付額還付・充当通知書（還付請求書）（ＯＮ３３）
１１．国民年金過誤納保険料還付決定通知書（兼過誤納還付充当記録取消処理票）（ＯＮ３５）
１２．健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届（ＯＫ７１）

領収（納付受託）済通知書・ﾍﾟｰｼﾞﾌﾟﾘﾝﾀ用（ＯＮ６） 別
紙
１



予定数量1,000箱 平成21年6月他3回

納入期限製造数量

平成２１年度の実績
（いずれかに○）

電 話 番 号

会 社 名

住 所

技　術　テ　ス　ト　受　験　申　請　書

テスト物品
受験希望の有無
（いずれかに○）

平成２０年度の実績
（いずれかに○）

1
年金振込通知書〔随時〕連続用感圧接着
糊塗布前(84g/㎡)糊塗後(100g/㎡)　(H7

用紙
31)

有 無 合 有 随 免 実績無 合 有 随 免 実績無

2
国民年金保険料免除申請承認通知書(ON8
糊塗布前(120g/㎡)糊塗後(129.3g/㎡)

0)
有 無 合 有 随 免 実績無 合 有 随 免 実績無

3 保険料納入告知書（現金納付用）･KP用（OK3） 有 無 合 有 随 免 実績無 合 有 随 免 実績無

4 保険料納入告知書（現金納付用）･INS用（OK3-2） 有 無 合 有 随 免 実績無 合 有 随 免 実績無

5
国民年金障害基礎年金/遺族基礎年金所得
〔OCR用〕　（F355）

状況届連名簿
有 無 合 有 随 免 実績無 合 有 随 免 実績無

6 領収（納付受託）済通知書･ページプリンタ用（ON6） 有 無 合 有 随 免 実績無 合 有 随 免 実績無

平成２０年度及び２１年度（平成２０年４月～平成２１年１２月）における社会保険庁との契約状況

【記入例】“テスト物品 ４”の適用対象物品である『保険料納入告知書（現金納付用）･INS用（OK3-2）』を平成２１年４月に予定数量1,000箱（納期平成21年6月他3回）する契約を締結して
いる場合

4 保険料納入告知書（現金納付用）･INS用（OK3-2） 平成21年4月

テスト物品番 契約物品名号 契約年月日

上記のとおり申請します。

平成　　　年　　　月　　　日

印代 表 者 名

別
紙

２



記 載 に お け る 注 意 事 項 

 
（注１）「受験希望の有・無」欄について 

希望する方を○で囲むこと。ただし、下記（注２）の(1)～(3)及び(6)～(8)に該当するも

のがある場合は「無」を○で囲むこと。 
※ 試験免除業者の方で受験を希望する場合は「有」を○で囲んで下さい。 

 
（注２）「平成 20 年度の実績」欄及び「平成 21 年度の実績」欄 

以下に倣って該当箇所を○で囲むこと。 
  「平成 20 年度の実績」欄の記入方法 

(1) 平成 20 年度分の技術試験の合格者（平成 20 年 3 月 24 日付通知） 
該当欄：合→（平成 22 年度まで免除） 

(2) 平成 20 年度分の納入実績があるもの 
該当欄：有→（平成 22 年度まで免除） 

(3) 平成 20 年度中に行った随時の技術試験の合格者（平成 19 年度納入実績無し） 
該当欄：随→（平成 22 年度まで免除） 

(4) 平成 20 年度テストは免除だったもの（平成 20 年度納入実績無し） 
該当欄：免→（「平成 21 年度の実績」欄が「免」又は「実績無」の場合は試験要） 

(5) 上記のいずれにも該当しないもの 
該当欄：実績無→（「平成 21 年度の実績」欄が「免」又は「実績無」の場合は試験要） 

  「平成 21 年度の実績」欄の記入方法 

(6) 平成 21 年度分の技術試験の合格者（平成 21 年 3 月 27 日付通知） 
該当欄：合→（平成 23 年度まで免除） 

(7) 平成 21 年度分の納入実績があるもの 
該当欄：有→（平成 23 年度まで免除） 

(8) 平成 21 年度中に行った随時の技術試験の合格者（平成 20 年度納入実績無し） 
該当欄：随→（平成 23 年度まで免除） 

(9) 平成 21 年度テストは免除だったもの（平成 21 年度納入実績無し） 
該当欄：免→（「平成 20 年度の実績」欄が「免」又は「実績無」の場合は試験要） 

(10) 上記のいずれにも該当しないもの 
該当欄：実績無→（「平成 20 年度の実績」欄が「免」又は「実績無」の場合は試験要） 

 
 ※(3)及び(8)に該当する場合は、その合格通知の写しを添付すること。 

 
（注３）「平成 21 年度における社会保険庁との契約状況」欄 
 テスト物品又はそれに該当する適用対象物品に係る納入実績を記入例に倣って記載するこ

と。なお、該当する納入実績が無いものについては、空欄とすること。 



別紙３ 
                           平成  年  月  日 
 
 

製   造   証   明   書 
 
 
日本年金機構本部 調達部長 殿 
 
 
 下記の技術テスト対象物品の製造については、自社の設備にて、自社管理のもと責任

をもって行うことを証明いたします。 
 

記 
 
 
    （ 対 象 物 品 名 ） 
 
 
                              
                                                                              
 
                              
 
 
                              
                                                                              
                                                                              
                              
                                                                              
 
    （工場名及び住所）  
                                                                              
                                                                              
                              
                                                                              
 
 
                                    所 在 地         
                                    会 社 名  
                                    代表者名                                 印 
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